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企 業 集 団 の 状 況

　当社の企業集団は、当社、子会社６社及び関連会社３社で構成され、小売事業としてスーパーマーケッ

ト事業、書籍等の販売事業、ホームセンター事業をチェーン展開しており、その他の事業としてビデオ・

ＣＤ・ＤＶＤレンタル事業、外食事業等を展開しております。

　当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

 （ 小 売 事 業 ）

　当社（株）オークワ及び持分法適用関連会社（株）勝浦オークワは、スーパーマーケットをチェーン展開し

ております。また、当期において、薬品部門の販売強化のために、当社全額出資の（有）オードラッグを設

立しております。

　持分法適用関連会社（株）オー・エンターテイメントは、書籍等の販売事業「ＷＡＹ」をチェーン展開し

ております。

　持分法適用関連会社（株）オージョイフルは、ホームセンター「オージョイフル」及びドラッグストア

「オージョイフルドラッグ」等をチェーン展開しております。

 （ そ の 他 の 事 業 ）

　（株）オー・エンターテイメントは、「ＷＡＹ事業部」において、書籍等を販売するとともにビデオ・Ｃ

Ｄ・ＤＶＤレンタル事業をチェーン展開しております。また、「ジスト事業部」において、スポーツクラブ、

映画館、ボウリング場及びアミューズメント施設を当社ショッピングセンター内に事業展開しております。

　連結子会社（株）オークフーズは、ファミリーレストラン「オーク」、かに料理店「甲羅本店」等の外食店

をチェーン展開しており、当社ショッピングセンター内にもフードコート部門として出店しております。

　持分法適用非連結子会社（株）黒潮は、回転寿司の「黒潮寿司」、とんかつの「かつ浜」等の外食店を

チェーン展開しており、当社ショッピングセンター敷地内にも出店しております。

　持分法適用非連結子会社（有）マミーは、クリーニング事業をチェーン展開し、当社店舗内にも出店して

おります。

　（株）オークフーズ及び（株）勝浦オークワは、ホテル事業も営んでおります。

　持分法適用非連結子会社（株）チェーンストアオークワ友の会は、前払式特定商品販売業である消費者友

の会を営んでおりましたが、現在は会員積立を停止しております。

　持分法適用非連結子会社（株）サンライズは、当社及び（株）オークフーズ等へ青果物を供給しております。

　当社が共同出資している関連当事者日本流通産業（株）は、当社グループに開発商品、輸入商品を供給し

ております。

　なお、（株）オー・エンターテイメントについては、当期中における株式売却により持分比率が低下した

ため、連結子会社より持分法適用の関連会社になりました。
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　当社グループの状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

一 　 　 　 　 　 　 般 　 　 　 　 　 　 顧 　 　 　 　 　 　 客

外食事業・ホテル事業

（株）オークフーズ

外食事業

（株）黒潮

スーパーマーケット

（株）勝浦オークワ

ホームセンター

ドラッグストア

（株）オージョイフル

クリーニング事業

（有）マミー

消費者友の会

（株）チェーンストア
オークワ友の会

ビデオ・ＣＤ・DVDレンタル
スポーツクラブ
シネマ・ボウリング

書籍等の販売

卸売事業

（株）サンライズ

スーパーマーケット

（株）オークワ

（株）オー・エンターテイメント

卸売事業

日本流通産業（株）

販売受託

（有）オードラッグ

商品の流れ

不動産の賃貸

サービスの流れ

テナント取引

提出会社

連結子会社

持分法適用非連結子会社

持分法適用関連会社

その他の関連当事者

その他の事業 小売事業



－ ４ －

経 営 方 針

１．会社の経営の基本方針
　

　当社グループは、スーパーマーケットを中心とする小売事業とそれを補完する外食事業などで構成

されております。

　当社グループは、「わが社の成長発展こそがお客様の生活文化の向上を促し、社会への大きな貢献

となることを念願し、チェーンストア業界の名門としての地位を永遠に確立する。」の経営理念のも

と、お客様のニーズに合った商品・サービスの提供を通じて、お客様の豊かなライフスタイルの実現

に貢献することを目指しております。

２．会社の利益配分に関する基本方針
　

　当社の利益配分につきましては収益力の向上に努め、その成果及び今後の経営環境や業績動向等を

総合的に勘案して、安定した配当を継続することを基本方針としております。

　この方針に基づき、当期の利益配当金につきましては、前期同様、年間で１株につき２２円とさせて

いただく予定であります。

　また、内部留保につきましては、長期的な視点に立った店舗展開、お客様のニーズにお応えする商

品提供のための設備投資、及びお客様へのサービス向上や合理化のためのＩＴ投資等に有効に活用し

てまいります。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針
　

　当社は当社株式の流動性の向上及び株主数増加を資本政策上の重要課題と認識しております。

　投資単位引下げに係る施策につきましては、業績、市況等を勘案し、その費用ならびに効果等を検

討してまいりますが、現段階では、具体的な施策及びその時期につきましては未定であります。

　今後、株主重視の経営姿勢のもと、慎重に対処してまいります。

４．目標とする経営指標
　

　当社は小売業界の勝ち組企業となるため、営業収益経常利益率を本業の収益性が的確に表れた指標

として捉え、この目標を４％に設定し、かつ、株主重視の観点からＲＯＥ（株主資本当期純利益率）

１０％を当面の目標としております。

５．中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題
　

　当社グループは、「近畿のスーパー業界で最も競争力の強いスーパーリージョナルチェーンを目指

す。」を中期スローガンに掲げ、和歌山・奈良・三重・大阪の一府三県のドミナントエリアを核として

さらなる飛躍を目指しております。

　スーパーマーケット及びそれを補完する専門店と併せ、独自性をもったストアイメージを確立し、

「お客様第一主義」を原点に、国際レベルで通用する視点と地域密着の独自戦略により、経営基盤の

強化に努め、企業価値の向上を目指してまいります。 
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６．会社の対処すべき課題
　

　昨今における消費者ニーズは、「食」の安全性への関心が高まり、食材供給サイドへの一段と厳しい

チェック体制が要求されている一方で、ライフスタイルの変化により多種多様化しております。

　また、本年４月に全面施行される個人情報保護法により、顧客データを多く取り扱う小売業界等に

おいても例外ではなく、その管理体制強化が求められるようになりました。

　このような状況のなかで当社グループは、地域に密着したオンリーワン企業として、これまで以上

に時代のニーズに即した便利さと、お買い物の楽しさをご提供できる店舗作りに努力してまいります。

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況
　

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築し、上場企業として公正かつ透明性を

もって経営を行うことをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。
　

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

①　会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナン

ス体制の状況

・委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別

監査役制度を採用しております。

・社外取締役・社外監査役の選任の状況

社外取締役の選任は行っておりませんが、社外監査役２名を含んだ４名の監査役体制の下、監

査役制度の充実強化をはかっております。

・社外役員の専従スタッフの配置状況

特定しておりませんが、適宜関係部署で対応しております。

・各種委員会等の概要

店舗、各事業所での管理体制を強化するため、社内に「内部監査室」を設置し、営業及び管理

の状況を個別に監査しております。

また、消費者の生の情報として設置している「お客様の声」以外に、従業員から現場での生の

情報が社内メール・文書を通じて「オークワ倫理委員会」に伝えられており、些細な事項に対

しても慎重かつ迅速に対応するよう努めております。

なお、天災等緊急事態が発生した場合に備え「緊急時対策検討委員会」を設置し、緊急時に機

動的に対処できる体制づくりに取り組んでおります。

・業務執行・監視の仕組み

毎月の定例及び臨時取締役会に加えて、取締役間で随時打ち合わせを行い、効率的な業務執行

及び取締役間相互の業務執行監視を行っております。

・内部統制の仕組み

社長の下で内部監査を実施することで、効率的な部門間牽制を行っております。

・弁護士・会計監査人等その他第三者の状況

顧問弁護士については、特定の弁護士事務所と顧問契約を締結しておりますが、専門分野に応

じてその他の弁護士にもアドバイスを受けております。

会計監査人には、東陽監査法人を選任し、監査契約を結び正確な経営情報を提供し、公正不偏

な立場から監査が実施される環境を整備しております。 



－ ６ －

・会社情報の適時開示に係る社内体制の状況

当社は、投資者への適時適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹をなすものであること

を十分に認識するとともに、常に投資者の視点に立った迅速、正確かつ公平な会社情報の開示

を適切に行えるよう社内体制の充実に努めるなど、投資者への会社情報の適時適切な提供につ

いて真摯な姿勢で臨んでおります。

平成１７年４月５日現在の体制図を示すと以下のとおりであります。

②　会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要

　当社社外監査役の２名は、グループ会社との出身の関係・研究開発委託等の関係・資本的関係・

人的関係はありません。

③　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　当社は、経営の透明性を高めるために積極的なディスクロージャーを行うことが必要と考え、

前述の社内体制によって、適時適切なプレス発表を実施するほか、当社ホームページ上にＩＲ

情報の開示やニュース・リリースを行っております。

　また、平成１６年５月の株主総会で承認をいただき、取締役の任期を２年以内から１年以内に

変更し、急速な事業環境の変化に対応し経営の柔軟性を確保するとともに、経営責任をより明

確にいたしました。

証券取引所

適時情報開示体制

情報開示担当部署
（総務部）

グループ子会社当社ホームページ報道機関

社長内部監査室

取締役会監査役会
監査 監査

提出
承認

提出　承認

人事その他
情報保有部署

監査法人

主幹事証券会社

財務部社長室
秘書・広報・企画課

情報取扱責任者
（社長室長）

開示基準照合
指導・助言

ネット
開示

決定事項に係る事項
発生事項に係る事項
子会社に対する発生事項

財務諸表に関する情報
（短信・有価証券報告書等）

取締役会決議事項

提出
承認

提出
承認情報

提出
承認

付議

開示
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�　経営成績
１．当期の概況
　
　当期におけるわが国の経済は、企業収益の改善による設備投資の増加、株価の回復等、緩やかでは
あるものの着実に景気回復に向け動き出してきました。
　しかしながら、小売業界におきましては、企業間競争の激化と消費税総額表示等による客単価の下
落、記録的な気象被害の影響などもあり、依然として厳しい状況が継続しております。
　このような状況のなかで、当社グループの営業の概況につきましては、次のとおりであります。
　スーパーマーケット事業を展開する㈱オークワは「わが社の改革は、従業員一人一人の意識の変革
から。私が築こう、お客様の信頼とオークワの未来。」をスローガンに掲げ、従業員一人一人が主体
的にそれぞれの仕事の中で改善と提案に取り組み、売れる商品・こだわり商品の開発、パートナーの
戦力化と社員実践教育、ＧＯＴ（グラフィック・オーダー・ターミナル）システムの活用による発注
精度の向上と作業効率の改善、顧客マネジメントの実践などに努めてまいりました。
　また、当期中には外資の参入などで日々競争激化する小売業界において、当社のドミナント政策を
さらに強固なものにすべく新業態店舗の開発研究に努め、『スーパーセンター』業態として、既存の
吉備店をスーパーセンターオークワ吉備店として増床改築、続いてスーパーセンターオークワ上富田
店を新設いたしました。さらに、こだわり商品を展開する高質スーパーマーケットの『メッサ』業態
として、メッサオークワガーデンパーク和歌山店を新設し、同店に西日本初となるセルフレジを導入
いたしました。一方、当社の主力である『ＳＳＭ（スーパー・スーパーマーケット）』業態として、貝
塚三ツ松店、伊賀新堂店、亀山店、生駒菜畑店、田原本店を新設したほか、既存の西浜店、大和小泉
店など１１店舗を「価格でサービスいたします」をキーワードに、徹底したＥＤＬＰ（エブリデイ・ロー・
プライス）を実現した『プライスカット』業態に変更し、多種多様化する消費マインドに敏感に対応
いたしました。なお、経営効率化をはかるため、北島店、新宮佐野店など５店舗を閉鎖いたしました。
　一方、連結子会社で外食事業を中心に事業展開する（株）オークフーズは、当期は既存店に注力し、
フードコート４店舗を新業態の外食専門店に変更いたしました。
　なお、前期まで連結子会社でありました（株）オー・エンターテイメントについては、当期中の株式
の売却により持分比率が低下したため、持分法適用の関連会社になりました。
　これらの結果、当期の当社グループの営業収益（売上高及び営業収入）は２，２８１億２９百万円（前期比
０．７％減）、経常利益は５７億２４百万円（前期比１４．９％減）となりました。また、減損会計の早々期適用
による特別損失を計上したことなどから、当期純利益は１９億２８百万円（前期比４６．８％減）となりまし
た。

２．次期の見通し
　
　今後の見通しにつきましては、わが国の経済情勢は、企業業績に見られるように景気回復に向けて
の動きがある一方で、原油価格の上昇や為替相場の動向など世界経済において予断を許さない状態が
続き、厳しい雇用情勢や定率減税の段階的廃止、厚生年金の保険料引き上げなど、個人消費にとり先
行き不安な要素が強く、不透明な状況で推移するものと思われます。
　このような状況のなかで、当社グループは、「第二の創業」としての決意のもと、「既存店の更なる
競争力強化と新業態店舗の成長発展に、全力を尽そう。」をスローガンに掲げ、日々激動する厳しい環
境のなか、現状に満足することなく既存店舗の更なる魅力向上をはかり、競合他社との競争力を高め
つつ、多様化する消費者ニーズに対応し研究開発された新業態店舗についてさまざまな角度から検証
を重ね、地域のお客様に愛されるお店であり続けるよう鋭意努力いたす所存でございます。
　次期の当社グループの連結業績につきましては、営業収益（売上高及び営業収入）２，３２０億円（前期
比１．７％増）、経常利益６９億円（前期比２０．５％増）、当期純利益３８億５０百万円（前期比９９．７％増）を見込
んでおります。

経営成績及び財政状態
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�　財政状態
キャッシュ・フローの状況
　当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首残高と比べ、１４億７１百万円増加
し、連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額が６億５３百万円あったことにより、５５億４４百万円
（前年同期比１７．３％増）となりました。
　当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。
　　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　営業活動の結果得られた資金は８３億２０百万円（前年同期比１４．０％減）となりました。これは主とし
て税金等調整前当期純利益が３８億５７百万円、非資金損益項目の減価償却費が５２億４０百万円、減損損失
が１５億６百万円、法人税等の支払額が２８億１百万円あったことによるものであります。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　投資活動により使用した資金は４５億９２百万円（前年同期比５０．９％減）となりました。これは主とし
て新規出店及び店舗改装等に伴う固定資産の取得による支出が６１億９８百万円あった一方、敷金・保証
金の返還による収入が１７億５９百万円あったことによるものであります。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　財務活動により使用した資金は２２億５６百万円（前年同期比１０．４％減）となりました。これは主とし
て短期借入金の純増加額が３７億４０百万円、長期借入れによる収入が３２億円であった一方、長期借入金
の返済による支出が７２億３８百万円、配当金の支払額が９億９２百万円、自己株式の取得による支出が９
億６５百万円あったことによるものであります。
　なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

平成１７年
２月期

平成１６年
２月期

平成１５年
２月期

平成１４年
２月期項　　　　　目

４９．０４９．２４７．７４６．２ 株 主 資 本 比 率 （％）

４５．３３７．１３８．５４１．４ 時価ベースの株主資本比率 （％）

３．５３．１３．３３．０ 債 務 償 還 年 数 （年）

１９．２２０．６１９．７１９．５インタレスト・カバレッジ・レシオ

（注）株主資本比率：株主資本／総資産
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており
ます。
※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・
フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利
子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッ
シュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。



－ ９ －

連 結 貸 借 対 照 表
　

増減金額
前連結会計年度

（平成１６年２月２０日現在）
当連結会計年度

（平成１７年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金 額構成比金 額

　

８１８

　　   １３０

－

△ １，７１１

△ 　１２３

６２

△　 　３

　

１４．７

６０．５

３．９

２０．９

８５．３

１００．０

　

５，４９８

５５４

１４９

９，８５７

９０４

１，２３６

△　　 １

　

１３．９

６２．２

３．６

２０．３

８６．１

１００．０

　

６，３１６

６８５

１４９

８，１４６

７８０

１，２９９

△　　 ４

（資　産　の　部）

�　流　動　資　産

 １． 現 金 及 び 預 金

 ２． 受取手形及び売掛金

 ３． 有 価 証 券

 ４． た な 卸 資 産

 ５． 繰 延 税 金 資 産

 ６． そ の 他

 　　 貸 倒 引 当 金

   流 動 資 産 合 計

�　固　定　資　産

　（Ⅰ）　 有 形 固 定 資 産

 １． 建 物 及 び 構 築 物

 ２． 機械装置及び運搬具

 ３． 器 具 及 び 備 品

 ４． 土 地

 ５． 建 設 仮 勘 定

  有形固定資産合計

　（Ⅱ）　 無 形 固 定 資 産

　（Ⅲ）　 投 資その他の資産

 １． 投 資 有 価 証 券

 ２． 長 期 貸 付 金

 ３． 差 入 保 証 金

 ４． 繰 延 税 金 資 産

 ５． そ の 他

 　　 貸 倒 引 当 金

  投資その他の資産合計

  固 定 資 産 合 計

 資 産 合 計

△ 　８２７

３５５

△　 １５３

△　 ２８４

△　 ２２５

２，９５８

１８，２００

４３，３６５

５０４

２，１４８

２８，８３０

１４６

１７，３７３

４３，７２１

３５１

１，８６３

２８，６０４

３，１０４

２，６４９

△ 　３９６

　５１９

△　　 ０

△ １，３９３

２４２

３１

△　 　１

７４，９９６

４，８９７

４，３３５

９

１９，１１３

１６４

２，３８２

△　 １３５

７７，６４５

４，５０１

４，８５５

８

１７，７２０

４０７

２，４１３

△　 １３６

△ 　６０１２５，８７０２５，２６８

１，６５１１０５，７６４１０７，４１５

８２４１２３，９６４１２４，７８８

　 ％ 　 ％ 　

（単位　百万円）



－ １０ －

増減金額
前連結会計年度

（平成１６年２月２０日現在）
当連結会計年度

（平成１７年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金 額構成比金 額

　

△　 ４７７

２，８９０

△ １，３２５

△ 　５８６

１６３

３，５７６

　

３５．１

１５．７

５０．８

１１．４

１１．３

２８．０

０．１

△１．６

４９．２

１００．０

　

１０，４０９

１６，６９０

３，８６７

１，４７５

２５８

１０，８７５

　

３８．３

１２．７

５１．０

１１．３

１１．３

２８．５

０．３

△２．４

４９．０

１００．０

　

９，９３１

１９，５８０

２，５４２

８８８

４２１

１４，４５１

（負　債　の　部）

�　流　動　負　債

 １． 支 払 手 形 及 び 買 掛 金

 ２． 短 期 借 入 金

 ３． １年以内返済予定長期借入金

 ４． 未 払 法 人 税 等

 ５． 未 払 消 費 税 等

 ６． そ の 他

   流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債

 １． 長 期 借 入 金

 ２． 退 職 給 付 引 当 金

 ３． 役員退職慰労引当金

 ４． 債務保証損失引当金

 ５． 預 り 保 証 金

 ６． 長 期 未 払 金

 ７． そ の 他

  固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（少数株主持分）

　　少数株主持分

（資　本　の　部）

�　資　　本　　金

�　資 本 剰 余 金

�　利 益 剰 余 金

�　その他有価証券評価差額金

�　自　己　株　式

資 本 合 計

 負債、少数株主持分及び資本合計

４，２３９

△ ２，７２１

△ 　２６９

△　　 ５

－

△ 　４５２

△　 ３１１

１８６

４３，５７５

９，８３７

１，０８６

２３９

２００

７，２２５

８６８

－

４７，８１５

７，１１５

８１６

２３４

２００

６，７７２

５５７

１８６

△ ３，５７２１９，４５６１５，８８４

６６６６３，０３２６３，６９９

－

－

－

９１７

　　　２０４

－

１４，１１７

１４，０２７

３４，６６７

１５８

－

１４，１１７

１４，０２７

３５，５８５

３６３

△ 　９６５△ ２，０３９△ ３，００４

１５７６０，９３１６１，０８９

８２４１２３，９６４１２４，７８８

　 ％ 　 ％ 　

（単位　百万円）



－ １１ －

連 結 損 益 計 算 書
　

前 期
対 比

増減金額
前連結会計年度
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１６年２月２１日（ ）至　平成１７年２月２０日

期　別　

　科　目 百分比金 額百分比金 額

〔９９．３〕

９９．８
１００．６
９７．７

８７．７

９６．３

９７．７
８３．４

１０１．４

８１．１

８５．１

５．７

１１６．２

５７．７

８１．９
－

５３．２

〔△ １，５７２〕
△　 ３９９

９９０

　
１００．０
７２．９
２７．１

４．４

３１．５

２８．４
３．１

０．３

０．３

３．１

０．７

０．８

３．０

１．２
０．２
１．６

〔２２９，７０２〕

２２０，１４２
１６０，４４８

　
１００．０
７３．５
２６．５

３．８

３０．３

２７．７
２．６

０．３

０．３

２．６

０．１

０．９

１．８

１．０
△０．１
０．９

〔２２８，１２９〕

２１９，７４３
１６１，４３８

  〔営　 業　 収 　益〕

�  売 上 高
�  売 上 原 価
  売 上 総 利 益

�  営 業 収 入
  不 動 産 賃 貸 収 入
  その他の営業収入
  営 業 総 利 益

�  販売費及び一般管理費
  営 業 利 益

�  営 業 外 収 益
  受 取 利 息
  そ の 他
�  営 業 外 費 用
  支 払 利 息
  持分法による投資損失
  そ の 他
  経 常 利 益

�  特 別 利 益
  固 定 資 産 売 却 益
  退職給付制度の変更に伴う利益
  賃 貸 契 約 解 約 金
  そ の 他
�  特 別 損 失
  固 定 資 産 売 却 損
  固 定 資 産 除 却 損
  投資有価証券売却損
  債務保証損失引当金繰入額
  減 損 損 失
  そ の 他
  税金等調整前当期純利益

  法人税、住民税及び事業税
  法 人 税 等 調 整 額
  当 期 純 利 益

△ １，３８９
△ １，１７３

１７４
△ １，３４７

５９，６９３

９，５５９
２，４５７
７，１０２

５８，３０４

８，３８６
２，６３１
５，７５４

△ ２，５６２
△ １，４１２

６９，２５３

６２，３２２
６６，６９１

６０，９１０
△ １，１４９

７
△ 　　４

１２
△ 　１４１
△　　６９
△　　５５
△　　１７

６，９３０

５４５
６１
４８４
７５２
４８８
７０
１９３

５，７８０

５５３
５６
４９６
６１０
４１８
１４
１７６

△ １，０００
△ １，５５４

１３
△ １，５７６

１５
△ 　　７

２７３
△　 ３１８
△　 ５１２

１７８
△　 ２００
１，５０６

△　 ３８０

６，７２４

１，６４７
０

１，５７６
５９
１１

１，６８７
３９６
６６６
－
２００
－
４２３

５，７２４

９３
１４
－
７４
３

１，９６０
７８
１５４
１７８
－

１，５０６
４３

△ ２，８２８
△ 　４９２
△ 　６３７

６，６８５

２，７１５
３４３

３，８５７

２，２２２
△ 　２９４

△ １，６９８３，６２６１，９２８

　 ％ 　 ％ 　 ％

（単位　百万円）



－ １２ －

増　減　金　額
前連結会計年度
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１６年２月２１日（ ）至　平成１７年２月２０日期　別　

　科　目
金　　　 額金　　　 額

－

－

２，６４１

△ １，６９８

△ １，６９８

２５

１１３

１０

△　　９７

９１７

１４，０２７

１４，０２７

３２，０２６

３，６２６

３，６２６

９８５

８７９

７

９７

３４，６６７

１４，０２７

１４，０２７

３４，６６７

１，９２８

１，９２８

１，０１０

９９２

１８

－

３５，５８５

（資本剰余金の部）

�  資 本 剰 余 金 期 首 残 高

　

�  資 本 剰 余 金 期 末 残 高

　

（利益剰余金の部）

�  利 益 剰 余 金 期 首 残 高

　

�  利 益 剰 余 金 増 加 高

  当 期 純 利 益

�  利 益 剰 余 金 減 少 高

  配 当 金

  取 締 役 賞 与 金

  自 己 株 式 処 分 差 損

�  利 益 剰 余 金 期 末 残 高

連 結剰余金計算書

　　　

（単位　百万円）



－ １３ －

連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
自　平成１５年２月２１日（　　　　　　　　　　）至　平成１６年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１６年２月２１日（　　　　　　　　　　）至　平成１７年２月２０日

期　別　
　科　目

金　　　 額金　　　 額
　

６，６８５
５，２７７
－
７０

△　　  ０
△　２，５５９
△　　 ３１

２００
△　　 ７５

４８８
－

△　　  ０
３９６
６６６

△　　２１３
△　　６０８

５１２
△　　２０６

８６８
△　　　７
１，３８１

　
３，８５７
５，２４０
１，５０６
１４
４

△　　２４０
△　　　５

－
△　　 ８８

４１８
１７８

△　　 １４
７８
１５４

△　　１３８
△　　 ３６

５１
１７５

△ 　 ３１１
△ 　　１８

６４０

�　営業活動によるキャッシュ・フロー
 １． 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
 ２． 減 価 償 却 費
 ３． 減 損 損 失
 ４． 持 分 法 に よ る 投 資 損 失
 ５． 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額
 ６． 退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額
 ７． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額
 ８． 債 務 保 証 損 失 引 当 金 の 増 加 額
 ９． 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
 １０．  支 払 利 息
 １１．  投 資 有 価 証 券 売 却 損
 １２．  固 定 資 産 売 却 益
 １３．  固 定 資 産 売 却 損
 １４．  固 定 資 産 除 却 損
 １５．  売 上 債 権 の 増 加 額
 １６．  た な 卸 資 産 の 増 加 額
 １７．  仕 入 債 務 の 増 加 額
 １８．  未 払 消 費 税 等 の 増 減 額
 １９．  長 期 未 払 金 の 増 減 額
 ２０．  役 員 賞 与 の 支 払 額
 ２１．  そ の 他

　　小　　　　　計
 ２２．  利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
 ２３．  利 息 の 支 払 額
 ２４．  法 人 税 等 の 支 払 額
   営業活動によるキャッシュ・フロー
�　投資活動によるキャッシュ・フロー
 １． 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出
 ２． 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
 ３． 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
 ４． 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
 ５． 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入
 ６． 投 資有価証券の売却による収入
 ７． 投 資有価証券の取得による支出
 ８． 短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額
 ９． 長 期 貸 付 に よ る 支 出
 １０．  敷 金・保証金の差入による支出
 １１．  敷 金・保証金の返還による収入
 １２．  そ の 他
   投資活動によるキャッシュ・フロー
�　財務活動によるキャッシュ・フロー
 １． 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額
 ２． 長 期 借 入 れ に よ る 収 入
 ３． 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出
 ４． 配 当 金 の 支 払 額
 ５． 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出
 ６． 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入
   財務活動によるキャッシュ・フロー
�　現金及び現金同等物に係る換算差額
�　現金及び現金同等物の増減額
�　現金及び現金同等物の期首残高
�　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額
�　現金及び現金同等物の期末残高

１２，８４３
７５

△　　４６９
△　２，７７５

１１，４６６
８８

△　　４３３
△　２，８０１

　９，６７４
　

△　　  ３
△　　１４９

１４９
△　９，９４２

３０３
－

△　　２０８
△　　 １１
△　　  ３
△　　５７３
１，４０９

△　　３２１

８，３２０
　

△　　　０
△　　１４９

１４９
△　６，１９８

９４
６６６

△　　　０
２２
－

△　　４４０
１，７５９

△　　４９４
　△　９，３５０

△　　４８０
３，７００

△　４，２５２
△　　８８０
△　　８９２

２８６

　△　４，５９２

３，７４０
３，２００

△　７，２３８
△　　９９２
△　　９６５

－
△　２，５１９

－
△　２，２５６

－
　△　２，１９５

６，９２２
－

　１，４７１
４，７２６

△　　６５３
４，７２６５，５４４

（単位　百万円）
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
（１）　連結子会社は、（株）オークフーズの１社であります。
　　　なお、（株）オー・エンターテイメントについては平成１６年７月に株式を売却したことにより持分

比率が低下したため、持分法適用の関連会社となりました。
（２）　非連結子会社は、（株）黒潮外４社であります。
　非連結子会社５社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてはお
りません。

２．持分法の適用に関する事項
　非連結子会社及び関連会社の全てに対して持分法を適用しております。非連結子会社は（株）黒潮外４
社、関連会社は（株）オージョイフル外２社であります。
　なお、非連結子会社（有）オードラッグは当連結会計年度において新規に設立されたものであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
（１）　重要な資産の評価基準及び評価方法
　○１ 　有価証券
（イ）満期保有目的の債券
　　償却原価法（定額法）
（ロ）その他有価証券
　　時価のあるもの　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　時価のないもの　　移動平均法による原価法
　○２ 　たな卸資産
　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に
基づく原価法によっております。

（２）　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　○１ 　有形固定資産
　定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）については、定額法によっております。
○２ 　無形固定資産及び長期前払費用
　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

（３）　重要な引当金の計上基準
　○１ 　貸倒引当金
　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。
○２ 　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
○３ 　役員退職慰労引当金
　連結財務諸表提出会社では、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。
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　なお、連結子会社は、役員退職慰労引当金を計上しておりません。
④　債務保証損失引当金
　債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上し
ております。

（４）　重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
　発生日以後５年間で均等償却することを原則としておりますが、金額に重要性がない場合は発生年度
に全額償却することとしております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分により作成し
ております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（固定資産の減損に係る会計基準）
　「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計
審議会　平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第６号　平成１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用で
きることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用しております。これ
により税金等調整前当期純利益が１，５０６百万円減少しております。

会計方針の変更



－ １６ －

注　記　事　項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度当連結会計年度項　　　　　　　　　　　目

５９，６７３６２，１５０１． 有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

１４
２，０２２
２，７０１

１５
１０５
１，０７８

１４
１，８６８
２，７０１

６０
１１９
９５９

２． 担 保 資 産 及 び 担 保 さ れ て い る 債 務
 （担保資産）
  現 金 及 び 預 金 （ 定 期 預 金 ）
  建 物 及 び 構 築 物
  土 地
 （債　　務）
  支 払 手 形 及 び 買 掛 金
  １年以内返済予定長期借入金
  長 期 借 入 金

２，２０６
－

２，３９６
２

３． 非連結子会社及び関連会社の株式、出資金
  投 資 有 価 証 券 （ 株 式 ）
  投資その他の資産その他（出資金）

７７３
６７

７８３
８７

４． 偶 発 債 務
  銀 行 債 務 に 対 す る 保 証
  買 掛 金 に 対 す る 保 証

（単位　百万円）

（連結損益計算書関係）

　当社グループは、当連結会計年度において以下の資産グループについて減損損失を計上いたし
ました。

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位とし、また賃貸資産及び遊
休資産については物件単位毎にグルーピングしております。
　営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループ及び時価が著しく下落してい
る遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（１，５０６百万円）
として特別損失を計上いたしました。その内訳は建物３７０百万円、構築物１５５百万円、土地４１６百万
円、無形固定資産３２５百万円、リース資産１８６百万円、その他５１百万円であります。なお、各資産
の回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しております。
　正味売却価額については、不動産は公示価格及び固定資産税評価額等を基準として、その他の
有形固定資産は取得価額の５％として、無形固定資産及びリース資産等は零としてそれぞれ評価
しております。
　また、使用価値については将来キャッシュ・フローを４．３％で割り引いて算出しております。

場　　　　　所種　　　　　類用　途

三重県、大阪府、奈良県
建物、構築物、土地、無形固定資産、

リース資産等
店　　舗

和歌山県、奈良県、三重県建物、構築物、無形固定資産等賃貸資産

三重県及び和歌山県土地遊休資産
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 前 連 結 会 計 年 度当　連　結　会　計　年　度

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係
　　

現金及び預金勘定 　５，４９８百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 　△７７１百万円

現金及び現金同等物 ４，７２６百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係
　　

現金及び預金勘定 　６，３１６百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 　△７７１百万円

現金及び現金同等物 ５，５４４百万円

（リース取引関係）

 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

　

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
　
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 １，９７４百万円
  １ 年 超 ３，７８８百万円
  　 合 計　  ５，７６３百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 ２，２３７百万円
  減 価 償却費相当額 ２，１２３百万円
  支 払 利 息 相 当 額 １２１百万円

４．減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

５．利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額、減損損失累計額相当額及び期
末残高相当額

　
  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  減損損失累計額相当額
  期末残高相当額　
２．未経過リース料期末残高相当額及びリー

ス資産減損勘定期末残高
未経過リース料期末残高相当額

  １ 年 内 １，７１５百万円
  １ 年 超 ３，２０７百万円
  　 合 計　  ４，９２２百万円
 リース資産減損勘定期末残高 １８６百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩
額、減価償却費相当額、支払利息相当額及
び減損損失

  支 払 リ ー ス 料 ２，１５６百万円
  リース資産減損勘定の取崩額 －百万円
  減 価 償却費相当額 ２，０４６百万円
  支 払 利 息 相 当 額 ９３百万円
  減 損 損 失 １８６百万円
４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額
相当額との差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっ
ております。

合 計器具及び備品機械装置及び運搬具
１１，２３１百万円
６，３７６　　　
１８６　　　

１０，３５０百万円
５，８９９　　　
１８６　　　

８８１百万円
４７７　　　
－　　　

４，６８８　　　４，２６４　　　４０４　　　

合 計器具及び備品機械装置及び運搬具
１２，５４８百万円
６，８５１　　　

１１，５２０百万円
６，２２１　　　

１，０２８百万円
６２９　　　

５，６９６　　　５，２９８　　　３９８　　　
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　当連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

 （単位　百万円）

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１７年２月２０

日現在）

 （単位　百万円）

（単位　百万円）

当連結会計年度（平成１７年２月２０日現在）
区　　　　　　　　　　 分

 差 額連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

６１７

－

－

１，９２９

－

－

１，３１１

－

－

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

６１７１，９２９１，３１１小　　　　計

△ 　　７

－

－

１５９

－

－

１６６

－

－

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

△ 　　７１５９１６６小　　　　計

６１０２，０８９１，４７８合　　　　計

当連結会計年度（平成１７年２月２０日現在）区　　　　　　　　　　 分

連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

  １４９　　　　割引金融債

  １４９計

連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

２，７６５　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

２，７６５計

１年以内　

１５０

－

　　○１ 　債　券

　　　　その他

　　○２ 　その他

１５０合　　　　計

（有価証券関係）



－ １９ －

　前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

 （単位　百万円）

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１６年２月２０

日現在）

 （単位　百万円）

（単位　百万円）

前連結会計年度（平成１６年２月２０日現在）
区　　　　　　　　　　 分

 差 額連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

３９５

－

－

８６６

－

－

４７０

－

－

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

３９５８６６４７０小　　　　計

△　１２９

－

－

８９３

－

－

１，０２２

－

－

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

△　１２９８９３１，０２２小　　　　計

２６６１，７５９１，４９２合　　　　計

前連結会計年度（平成１６年２月２０日現在）区　　　　　　　　　　 分

連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

　１４９　　　　割引金融債

　１４９計

連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

２，５７６　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

２，５７６計

１年以内　

１５０

－

　　○１ 　債　券

　　　　その他

　　○２ 　その他

１５０合　　　　計

　



－ ２０ －

（デリバティブ取引関係）

　当連結会計年度（自平成１６年２月２１日　至平成１７年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１５年２月２１

日　至平成１６年２月２０日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（税効果会計関係）

当連結会計年度　　（平成１７年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳　　　　　　　　（単位　百万円）
　　繰延税金資産
　　　未払事業税
　　　賞与引当金
　　　商品券
　　　確定拠出年金移換金（未払金及び長期未払金）
　　　退職給付引当金
　　　役員退職慰労引当金
　　　減損損失
　　　その他
　　　　繰延税金資産合計
　　繰延税金負債
　　　固定資産圧縮積立金
　　　特別償却準備金
　　　その他有価証券評価差額金
　　　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率の差異の原因となった主要な項目別の
内訳　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）
　　法定実効税率
　　（調　整）
　　　持分法による投資損失
　　　税額控除
　　　連結子会社当期欠損金
　　　住民税均等割等
　　　投資有価証券売却損
　　　その他
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率

前連結会計年度　　（平成１６年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳　　　　　　　　（単位　百万円）

　　繰延税金資産
　　　未払事業税
　　　賞与引当金
　　　商品券
　　　確定拠出年金移換金（未払金及び長期未払金）
　　　退職給付引当金
　　　役員退職慰労引当金
　　　その他
　　　　繰延税金資産合計
　　繰延税金負債
　　　固定資産圧縮積立金
　　　特別償却準備金
　　　その他有価証券評価差額金
　　　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率の差異の原因となった主要な項目別の
内訳　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）
　　法定実効税率
　　（調　整）
　　　持分法による投資損失
　　　税額控除
　　　連結子会社当期欠損金
　　　住民税均等割等
　　　その他
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率

３．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５
年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され
たことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産
及び繰延税金負債の計算（ただし、平成１７年２
月２１日以降解消が見込まれるものに限る。）に使
用した法定実効税率は、前連結会計年度の
４１．７％から４０．４％に変更されました。その結果、
当連結会計年度の繰延税金資産（繰延税金負債
の金額を控除した金額）の金額が１３百万円減少
し、当連結会計年度において計上された法人税
等調整額が１７百万円、その他有価証券評価差額
金が３百万円、それぞれ増加しております。

６５
３５９
２３４
３３９
３２３
９４
６０９
２５９
２，２８６

７８１
７１
２４６
１，０９９

１，１８７

４１．７

０．２
△　０．９
０．６
５．０
２．５
０．９
５０．０

１３５
４０３
２４２
４７０
４２５
９６
２７９
２，０５４

７８５
９２
１０７
９８５

１，０６８

４１．７

０．４
△　１．４
２．４
２．６
０．１
４５．８



－ ２１ －

（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

　　当連結会計年度（自平成１６年２月２１日　至平成１７年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１５年２月

２１日　至平成１６年２月２０日）

　　小売事業の売上高、営業利益及び総資産がそれぞれ全セグメントの売上高合計、営業利益合計及び総

資産合計の９０％を超えておりますので、当セグメント情報の記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報

　　当連結会計年度（自平成１６年２月２１日　至平成１７年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１５年２月

２１日　至平成１６年２月２０日）

　　在外連結子会社及び重要な在外支店がありませんので、該当ありません。

３．海外売上高

　　当連結会計年度（自平成１６年２月２１日　至平成１７年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１５年２月

２１日　至平成１６年２月２０日）

　　海外売上高がありませんので、該当ありません。



－ ２２ －

前連結会計年度
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１６年２月２１日（ ）至　平成１７年２月２０日

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企
業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。
　　また、当社は平成１５年１２月に退職一時金制度の一部に
ついて確定拠出年金制度へ移行しました。
　　なお、平成１６年２月１日に代行部分の過去分返上の認
可を受けて厚生年金基金制度より企業年金基金制度に変
更しております。

２．退職給付債務に関する事項（平成１６年２月２０日現在）
（単位：百万円）

 �　退職給付債務 △ ７，７７２
 �　年金資産 ６，２８２
 �　未積立退職給付債務（�＋�） △ １，４９０
 �　会計基準変更時差異の未処理額 －
 �　未認識数理計算上の差異 １，３６２
 �　未認識過去勤務債務（債務の減額） △ 　９５８
 �　連結貸借対照表計上額純額（�＋�＋�＋�） △ １，０８６
 �　前払年金費用 －
 �　退職給付引当金（�－�） △ １，０８６  　
　（注）１．代行部分の返還相当額（最低責任準備金）を含

めて記載しております。
　　　２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。
　　　３．退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部

移行に伴う影響額は次のとおりであります。
（単位：百万円）

　　　　　　退職給付債務の減少 １，３１４
　　　　　　未認識数理計算上の差異 △ 　４２５
　　　　　　未認識過去勤務債務 ３９
　　　　　　退職給付引当金の減少 ９２８
　　　　　また、確定拠出年金制度への資産移換額は１，１７１

百万円であり、４年間で移換する予定であります。
なお、当連結会計年度末時点の未換金額１，１６３百万
円は、未払金及び長期未払金に計上しております。

　　　４．厚生年金基金代行部分の過去分返上の認可に伴
う影響額は次のとおりであります。

（単位：百万円）
　　　　　　最低責任準備金に修正するための
　　　　　　退職給付債務の減少 ４６４
　　　　　　未認識数理計算上の差異 △ 　９２８
　　　　　　未認識過去勤務債務 ２，２８２
　　　　　　退職給付引当金の減少 １，８１９

３．退職給付費用に関する事項（自平成１５年２月２１日　至
平成１６年２月２０日）

（単位：百万円）
 �　勤務費用 ６５１
 �　利息費用 ２２９
 �　期待運用収益 △ 　２０７
 �　数理計算上の差異の費用処理額 ３５４
 �　過去勤務債務の処理額 △ 　２９３
 �　確定拠出年金導入に伴う損失 ２４２
 �　厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 △ １，８１９
 �　確定拠出年金への掛金支払額 １４
 �　退職給付費用（�＋�＋�＋�＋�＋�＋�＋�） △ 　８２７  　
　（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「�　勤務費用」に計上しております。
　　　２．「�　確定拠出年金導入に伴う損失」と「�　厚

生年金基金の代行部分返上に伴う利益」は特別利
益に純額で「退職給付制度変更に伴う利益」とし
て計上しております。

４．退職給付債務等の基礎に関する事項
　�　退職給付見込額の期間配分方法　　期間定額基準
　�　割引率　　　　　　　　　　　　　２．５％
　�　期待運用収益率　　　　　　　　　３．８％
　�　過去勤務債務の額の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によっております。）
　�　数理計算上の差異の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度
から費用処理することとしております。）

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企
業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。
　　また、当社は平成１５年１２月に退職一時金制度の一部に
ついて確定拠出年金制度へ移行しました。
　　なお、平成１６年２月１日に代行部分の過去分返上の認
可を受け、平成１６年５月１２日に返還額（最低責任準備金）
の納付を行っております。

２．退職給付債務に関する事項（平成１７年２月２０日現在）
（単位：百万円）

 �　退職給付債務 △ ５，８６３
 �　年金資産 ４，７７０
 �　未積立退職給付債務（�＋�） △ １，０９３
 �　会計基準変更時差異の未処理額 －
 �　未認識数理計算上の差異 １，０９５
 �　未認識過去勤務債務（債務の減額） △ 　８１８
 �　連結貸借対照表計上額純額（�＋�＋�＋�） △　 ８１６
 �　前払年金費用 －
 �　退職給付引当金（�－�） △　 ８１６  　
　（注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項（自平成１６年２月２１日　至
平成１７年２月２０日）

（単位：百万円）
 �　勤務費用 ２８３
 �　利息費用 １４０
 �　期待運用収益 △ 　１４７
 �　数理計算上の差異の費用処理額 １７１
 �　過去勤務債務の処理額 △　　９９
 �　代行部分の過去分返還時に発生した差額 △　　 ０
 �　確定拠出年金への掛金支払額 ８５
 �　退職給付費用（�＋�＋�＋�＋�＋�＋�）  　４３３  　
　（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は「�　勤務費用」に計上しております。

４．退職給付債務等の基礎に関する事項
　�　退職給付見込額の期間配分方法　　期間定額基準
　�　割引率　　　　　　　　　　　　　２．５％
　�　期待運用収益率　　　　　　　　　３．５％
　�　過去勤務債務の額の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によっております。）
　�　数理計算上の差異の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度
から費用処理することとしております。）

（退職給付関係）



－ ２３ －

（関連当事者との取引）
当連結会計年度（自平成１６年２月２１日　至平成１７年２月２０日）
　役員及び個人主要株主等

期末残高
（百万円）

科　　目
取引金額
（百万円）

取引の内容
関係内容議決権等の

所有（被所有）割合（％）
事業の内容
又は職業

資本金又
は出資金
（百万円）

住　所会社等の名称属　　性 事実上
の関係

役員の
兼任等

１，８２７
６１
５８５

買 掛 金
未 収 入 金
差入保証金

－
－

２５，４７０
６１
６０
１１
１

日本流通産業�からの商品仕入
販売奨励金の受入
保 証 金 の 差 入
利 息 の 受 取
配 当 の 受 取

－－（被所有）
直接１０．７

当社
代表取締役会長

日本流通産業�
代表取締役社長
（注１）

－－大桑　�嗣育�主要株主（個人）
及びそれらの近
親者

２
　　
１８
８４

７

－

未 収 入 金
　
預 り 敷 金
預り保証金
　
未 払 金
　

－

２６

７１
　

△　　３

６５
　
５１

テナントにかかる消化仕入
（注２）
店 舗 等 の 賃 貸
（注３）
敷金及び保証金の
受 入 ・ 返 還
（注３）
制 服 の 購 入
（注４）
債 務 保 証
（注５）

－－（被所有）
直接８．３

当社取締役

�パーティハウス
代表取締役社長

－－大桑　俊男

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」の大桑�嗣の
欄を参照下さい。

育�

－－（被所有）
直接１０．７

当社
代表取締役会長

日本流通産業�
代表取締役社長
（注１）

－－大桑　�嗣育�役員及びその近
親者

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」の大桑俊男の
欄を参照下さい。

－－（被所有）
直接８．３

当社取締役

�パーティハウス
代表取締役社長

－－大桑　俊男

－９３保 険 料 の 支 払
（注６）

損害保
険契約
の締結

なし（被所有）
直接０．２

損害保険代理店
業

１０和歌山県
和歌山市

�大安商事
（注７）

主要株主（個人）
及びその近親者が
議決権の過半数を
自己の計算におい
て所有している会
社等並びに当該会
社等の子会社

上記の欄を参照下さい。

損害保
険契約
の締結

なし（被所有）
直接０．２

損害保険代理店
業

１０和歌山県
和歌山市

�大安商事
（注８）

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を自己の
計算において所
有している会社
等並びに当該会
社等の子会社

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」の大桑俊男の
欄を参照下さい。

テナント
契約先

２人なし衣料品販売５３９和歌山県
和歌山市

�パーティハウス
（注９）

（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
　２ �大安商事の（注８）に記載した近親者は、当社代表取締役大桑啓嗣、当社取締役大桑祥嗣及び当社取締役大桑俊男のそれぞれの近親者でもあ

ります。なお、これらの役員については、�大安商事にかかる記載が上記と同一となりますので、これを省略しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）日本流通産業�との取引条件については、他の一般仕入先の条件と同様であります。
（注２）�パーティハウスからのテナントにかかる消化仕入については、他のテナントと同様に一般的な取引条件にて、決定しております。
（注３）�パーティハウスへの店舗賃貸及び敷金・保証金の受入れについては、近隣の取引実勢を勘案のうえ決定しております。なお、賃料は３年毎に

改定を行っております。
（注４）�パーティハウスからの制服の購入価格については、市場価格を勘案して当社の希望価格を提示し、交渉のうえ決定しております。
（注５）�パーティハウスの債務保証については、日本流通産業�に対して買掛金の保証を行ったものであります。なお、債務保証に対して保証料（２２７

千円）を収受しております。また、担保の提供は受けておりません。
（注６）�大安商事への保険料の支払いについては、一般取引先の条件と同様であります。
（注７）主要株主大桑�嗣の近親者が議決権の１００％を直接所有しております。
（注８）当社代表取締役会長大桑�嗣の近親者が議決権の１００％を直接所有しております。
（注９）当社取締役大桑俊男及びその近親者が議決権の８５．４％を直接所有しております。

育�
育�
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 販 売 の 状 況

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２．売上高の「小売事業」の「その他の小売事業」については、主に書籍等の販売事業の売上高を

記載しております。
３．売上高の「その他の事業」については、主に外食事業の売上高を記載しております。
４．営業収入の「その他の営業収入」の「ジスト事業部収入」は㈱オー・エンターテイメントの映
画興行収入、スポーツクラブ収入及びボウリング場等のアミューズメント施設利用料でありま
す。

５．従来、連結子会社であった㈱オー・エンターテイメントは、中間期末に支配を解消しましたの
で、上記数値には同社の中間期までの営業収益を含めて記載しております。

営業収益の状況

前連結会計
年度比
（％）

前 連 結 会 計 年 度
自　平成１５年２月２１日（　　　　　 　　）至　平成１６年２月２０日

当 連 結 会 計 年 度
自　平成１６年２月２１日（　　　　　　　 ）至　平成１７年２月２０日

構成比（％）金　　額構成比（％）金　　額

１０１．５

１０３．２

９４．０

９７．１

１００．８

１０７．３

９１．６

６４．０

５．８

１３．９

７．０

０．９

２１０，４３５

１４７，０４０

１３，３６２

３１，９２５

１６，１３４

１，９７２

９３．６

６６．５

５．５

１３．６

７．１

０．９

２１３，６０５

１５１，６７３

１２，５５６

３０，９９６

１６，２６１

２，１１６

スーパーマーケット事業

（内訳） 食 料 品

  衣 料 品

  住 居 関 連 用 品

  テ ナ ン ト

  そ の 他

小　

売　

事　

業

売　
　
　

上　
　
　

高
５０．４２．８６，５１２１．４３，２８２そ の 他 の 小 売 事 業

１００．０９４．４２１６，９４８９５．０２１６，８８７小　　　計

８９．４１．４３，１９３１．３２，８５５そ の 他 の 事 業

９９．８９５．８２２０，１４２９６．３２１９，７４３計

１０７．１１．１２，４５７１．２２，６３１不 動 産 賃 貸 収 入
営　
　

業　
　

収　
　

入

１１６．９１．４３，１９６１．６３，７３６配 送 受 託 手 数 料
そ
の
他
の
営
業
収
入

５１．６０．９２，０３２０．５１，０４８レ ン タ ル 収 入

４８．４０．６１，４９６０．３７２５ジ ス ト 事 業 部 収 入

６４．９０．２３７６０．１２４４そ の 他

８１．０３．１７，１０２２．５５，７５４小　　　計

８７．７４．２９，５５９３．７８，３８６計

９９．３１００．０２２９，７０２１００．０２２８，１２９合　　　　計

（単位　百万円）




